
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

支出等割合

23,437,848       

18,273,337       40,011,910       

-                       -                       

116,366,696                                                              

-                     

％

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

58,285,247                                                                

34                                                                  

34                                                                  

％

2,600,045         

34                    ％

都道府県決算（見込み）

管内市町村決算（見込み）

169,615,731                                                              消費者行政決算総額（見込み）

支出等額

34                    

-                       26,955,268         26,955,268       

5,033,424         

都道府県 市町村 合計

-                       2,600,045           

事業名（事業メニュー）

-                       -                     

58,285,247                                                                

-                       

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

53,249,035                                                                

うち、先駆的事業 -                       

258,662           

1,434,240           3,599,184           

-                       -                     

58,285,247       合計

16,580,435         ６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

6,857,413           

258,662              

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

別　紙

％



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

人日

法人募集型

事業実施自治体

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

人日 人日

事業実施自治体

人

県

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

人

人日

追加的総業務量（総時間）
対象人員数

（勤務時間、日数等の拡大）

沖縄市

管内市町村

人

県

26,959,318

管内市町村 3

対象人員数
（報酬引上げ）

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

28 23,388

28

那覇市、宜野湾市、石垣市、浦添市、名護市、糸満市、沖縄市、豊見城市、うるま市、宮古島市、国頭村、大宜味村、東村、今帰仁
村、本部町、恩納村、宜野座村、金武町、伊江村、北谷町、南風原町、伊平屋村、伊是名村、読谷村

県 0



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

8,000

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

合計

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

事業経費

258,662

15,614,538 1,956,316 

国民生活センター主催の研修等へ相談員や担当職員を派遣した。

県消費生活相談員による市町村への巡回助言指導を行った。

・消費者教育関係者や福祉関係者等を対象にした啓発講座を開催し
た。
・学校における消費者教育の担い手を育成するため、消費者教育研
修に教員を派遣した。
・地域における消費者教育の推進を図るため、消費者教育教材の活
用方法等の普及啓発を行った。
・事業者による消費者教育取組や消費者被害防止のための活動を促
進するため、シンポジウムの開催及び啓発パンフレットを配布した。

適格消費者団体を目指す消費者団体が行う消費者被害の拡大防止
のための啓発活動及び適格消費者団体認定に向けての活動を支援
した。

14,782,000

事業（実績）の概要

市町村の取組を支援するため、消費生活相談員を対象に実務研修を
実施した。

事業計画 事業の実績

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業経費
交付金等対象経費

99,000 99,000 8,000

2,120,000 1,120,000 1,000,000 1,426,240 426,240 1,000,000

303,000 303,000 258,662

16,137,000 1,355,000 14,782,000 15,484,483 702,483

4,090,000 3,044,000 1,046,000 1,095,952 139,636 956,316

交付金等対象経費

702,483 2,046,000 18,273,337 22,749,000 1,355,000 19,348,000 



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実地研修受入人数

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

研修参加・受入要望

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

実施形態

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

実地研修受入希望人数

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業 委託料

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

年間研修総日数

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

法人募集型
人

人

人日

報償費

人参加者数

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

実績

年間研修総日数

報償費、普通旅費、費用弁償、委託料、負担金

自治体参加型

参加希望者数

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

人日

普通旅費、費用弁償、負担金

人日

・消費者教育関係者や福祉関係者等を対象にした啓発講座を開催することにより、消費者
問題解決力の強化及び関係機関との連携強化を図ることができた。
・消費者教育研修に教員を派遣することにより、教育委員会と連携して教育現場における
消費者教育の担い手を育成することができた。
・消費者教育教材の活用方法等の普及啓発を行うことで、消費者教育の推進を図ることが
できた。
・事業者を対象に消費者教育に関するシンポジウムの開催及び啓発パンフレットを配布す
ることで、消費者教育の意識の向上を図ることができた。

人

事業計画

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

県消費生活相談員及び行政職員の研修参加を支援し、当該相談員及び職員のレベル
アップを図ることができた。

年間研修総日数 人日

消費生活相談員の相談対応能力の向上を図ることができた。

若者向けの啓発パンフレットを作成し配布することで、若者の消費者被害防止のための啓
発を図ることができた。
適格消費者団体を目指す団体に対し、適格消費者団体認定に向けての活動を支援するこ
とができた。

県センター消費生活相談員が市町村へ赴き、相談案件等について助言・指導を行うことに
より、市町村相談窓口の強化、市町村相談員のレベルアップ及び県センターとの連携強化
を図ることができた。

補助金

事業強化・機能強化の成果対象経費（実績）

年間研修総日数





８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

那覇市、宜野湾市、石垣市、浦添市、名護市、糸満市、沖縄市、豊見城市、うるま市、宮古島
市、国頭村、大宜味村、東村、今帰仁村、本部町、恩納村、宜野座村、金武町、伊江村、北谷
町、南風原町、伊平屋村、伊是名村、読谷村

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

合計

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

26,078,000

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

2,592,000

実施市町村

18,619,000 3,300,000 19,183,060

5,979,000

3,998,000

1,099,000

4,332,768

1,168,000

那覇市、宜野湾市、石垣市、糸満市、沖縄市、うるま市、宮古島市

128,000

5,817,3736,857,413

3,439,4404,159,000 26,959,713

7,078,000

2,830,000

1,040,040

39,874,000 40,047,483 29,628,601 5,422,590 4,960,719 5,567,000 4,519,000 

3,599,184 2,656,074 943,110

2,232,000

128,000128,000

2,503,173 1,844,094

事業計画

627,951

28年度
補正予算

29年度
本予算

28年度
補正予算

128,000

事業の実績

交付金等対象経費

29年度
本予算

事業経費
基金

（交付金相当分）

石垣市、名護市、うるま市、国頭村、大宜味村、東村、今帰仁村、本部町、恩納村、宜野座
村、金武町、伊江村、伊平屋村、伊是名村

宜野湾市、沖縄市

交付金等対象経費

360,000

基金
（交付金相当分）

事業経費

那覇市、宜野湾市、石垣市、浦添市、糸満市、沖縄市、うるま市、宮古島市

29,788,000 



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

（石垣市）PIO-NET利用のための端末等を整備し、窓口拡充のためのパンフレットを配布した。（成果）PIO-NETの情報等による相談業務の充実。
（名護市）広域連携による相談窓口を設置し、頻度を週3回に拡充し、窓口を強化した。
（うるま市）PIO-NETを導入し、相談内容の入力が可能となった。ポスターを自治会へ配布し、センター開設を周知し、リーフレットを庁舎内各所に配置し、さらなる周知を図った。
（国頭村）消費生活相談機能の拡充（消費生活相談員の共同配置）に関するチラシを作成し、周知を図った。
（大宜味村）消費生活相談員の共同配置に伴い、窓口周知のチラシを全戸に配布した。
（東村）チラシを年に２回各世帯へ配布し周知を行ったところ、消費生活相談員への相談があった。消費者ホットラインに接続したところ、電話での相談もあった。
（今帰仁村）北部１２市町村消費生活相談窓口設置の周知用チラシを作成し、村内の全世帯に配布し、周知を図った。
（本部町）北部１２市町村で共同配置した相談員窓口に関する周知チラシを作成し、区長会等を通じて配布することで、地域住民へ広く周知することができた。
（恩納村）消費生活相談窓口に関するチラシ配布により、相談できる身近な場所があることを周知することができた。
（宜野座村）北部12市町村共同の相談窓口設置に伴う相談窓口の案内等のためのチラシを制作・配布し、周知を図った。
（金武町）窓口開設のチラシを全戸配布したことにより、住民への相談窓口の周知ができた。
（伊江村）相談窓口開設のチラシ配布により、広く住民に窓口の周知ができた。
（伊平屋村）消費生活相談機能の拡充（消費生活相談員の共同配置）に関するチラシを作成し、周知を図った。
（伊是名村）消費生活相談機能の拡充（消費生活相談員の共同配置）に関するチラシを作成し、周知を図った。

事業名（事業メニュー）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

（那覇市）消費生活相談体制強化のため、消費生活相談員を1名配置し、相談窓口の強化を図った。
（宜野湾市）平成21年度より勤務日数を週3日から5日に拡充し、平成23年度より報酬月額の増額かつ交通費支給開始により、市民の消費生活相談機会の充実に加え、相談員の処遇改善につながった。
（石垣市）相談員の勤務日数の拡充や地域移動相談会の実施により、消費者被害・トラブルの未然防止や解決を図ることができた。
（浦添市）消費生活相談員の配置により、相談業務において情報収集や情報提供など円滑な相談業務を行うことができた。
（名護市）広域連携相談窓口の広報用チラシの制作・配布を通じ、相談者の掘り起しを図った。
（糸満市）平成24年度より平日の窓口を開設し、今年度も引き続き窓口の充実を図った。
（沖縄市）相談員3名による週5日の相談窓口の開設により、相談体制の強化を継続した。
（豊見城市）毎月第1・第3火曜日に消費生活相談窓口を開設し、引き続き消費者行政の強化に取り組んだ。
（うるま市）当初から2名体制で行っていた相談業務について、平成30年1月より1名増員し、相談体制の拡充を図った。
（宮古島市）専門の相談員1名を平日に市役所の相談窓口に配置し、市民の消費者相談に対する利便性が向上した。
（国頭村）消費生活相談員を共同配置し、相談体制の強化を図った。（月・火・木曜日）
（大宜味村）県内北部地域の12市町村が連携し、共同で消費生活相談員を配置した。（週3日）
（東村）北部12市町村で連携し、消費生活相談員による相談業務を行い、村内から実際に相談があった。
（今帰仁村）北部12市町村で消費生活相談員1名を週3回（月・火・木）配置した。より専門的な相談員の配置により、窓口の拡充を図った。
（本部町）北部12市町村による消費生活相談員の共同配置により、消費生活の疑問やトラブルについて専門的知見に基づき適切かつ迅速に対応することができ、地域住民のサービス向上に資することができた。
（恩納村）北部12市町村の連携により、相談窓口及び消費生活相談員を確保し、相談者が行きやすく話しやすい相談が可能となった。
（宜野座村）北部12市町村共同で相談窓口を設置し、相談員1名（週3回）による相談窓口を実施した。
（金武町）12市町村が共同で相談員を配置したことにより、本町の住民からも共同窓口へ相談があった。
（伊江村）専門相談員による相談窓口の共同配置により、住民のサービス向上を図り、北部地区の相談状況の把握ができるようになった。
（北谷町）週１回消費生活相談員を配置することにより、消費者トラブルの解決及び未然防止を図ることができた。
（南風原町）毎週金曜日（10時～16時）、消費生活センターより専門の相談員を派遣し、人的体制を整備した。
（伊平屋村）北部12市町村で連携して相談窓口を設置し、相談内容と対応内容の確認を通じて学ぶことができた。
（伊是名村）専門的知見のある相談員の配置により、行政サービスの向上につながった。
（読谷村）相談員の配置により、村民が気軽に相談できる体制が構築できた。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑧消費生活相談体制整備事業

（那覇市）相談員等を計17回国民生活センター主催の研修へ派遣し、資質向上を図ることができた。
（宜野湾市）国民生活センター等主催の研修に参加することで、職員・相談員の資質向上を図ることができた。
（石垣市）沖縄県及び国民生活センター主催の研修に参加することで、職員の対応力強化を図ることができた。
（浦添市）研修参加により、今後の消費生活相談業務に資することができた。
（糸満市）職員・相談員が研修に参加することで、相談対応力の強化を図ることができた。
（沖縄市）相談員・職員を国民生活センター主催の研修へ派遣したことにより、専門的知識の習得及び技術の向上を図ることができた。
（うるま市）国民生活センター主催の研修に参加し、PIO-NETの決裁事務、集計方法を習得し、今後データを活用する参考になった。
（宮古島市）職員・相談員を国民生活センター主催等の研修へ派遣し、相談対応のための質の向上を図ることができた。

事業強化・機能強化の成果の概要

（宜野湾市）相談員と弁護士・司法書士による勉強会を実施したことで、相談員の対応能力の強化につながった。
（沖縄市）弁護士による消費者無料法律相談会及び相談員勉強会、司法書士による関係課職員研修会の開催により、相談業務対応力の強化及び他課との連携を強化することができた。



10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

12．消費者行政決算見込み額（１）

26,955,268           円

円

円

円

109,855,731      

-3,249,875        

円51,570,484        

16,487,000 円

16,683,085      

円円

円

59,760,000         

うち交付金等対象の賃料、人件費等

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額 59,760,000         円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象経費

169,615,731         

円

円円28,179,135

21,665,186

円

円

53,249,035           円

円

円 円

16,487,000         

円

円

円

うち交付金等対象外経費 43,273,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

今年度前年度平成２０年度

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

円

-                     

116,366,696         43,273,000         

円

40,011,910           

12,070,025 13,237,125

40,249,160      

26,955,26816,683,085 円

98,093,359

-                        

円

円

円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費

円

対平成２０年度差

①都道府県の消費者行政決算見込み額

51,368,212            

16,317,021            

106,528,124     

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

うち管内の市町村合計

交付金分

円

円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

1,956,316                       

円

円

8,440,926         

11,832,775        

円

54,820,359        

円

円

12,999,875        

円

22,838,447        円

84,862,938

18,273,337           

円

円

円

円

-                     

-                     

1,167,100         

円

円

円

10,272,183        

円

-                     

円

58,285,247           

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

うち都道府県

うち交付金等対象経費

6,917,035                       

14,397,521        

-3,391,849        

円

-                     

73,093,696        

円

36,762,035        

-                     

9,838,572         

円

円円

10,272,183        

円

円

13,230,421        

-                     

対前年度差

うち交付金等対象外経費 円

-                    

146,777,284     

円

うち先駆的事業

49,844,321      

うち先駆的事業

円

円

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

35,051,191            

円

円

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

円

円うち都道府県

円

うち管内の市町村合計

円

111,330,484         

-                        

96,932,963      

-                    

（那覇市）自立した消費者の育成及び消費者被害の未然防止ため、対象者別に消費者教育講座を開催した。高齢者見守り対策として地域及び関係機関へ消費者被害の周知・啓発活動を行い、見守り態勢づくりの
ための連携強化を図ることができた。
（宜野湾市）市民向けの消費生活に関する講座を実施するとともに、啓発資料等を配布することで、市民の消費者被害の防止に繋げた。
（石垣市）毎週金曜日に司法書士相談を実施し、担当職員・相談員への専門的な対応ができた。
（糸満市）毎月1回弁護士による消費者相談、毎月1回司法書士による消費者相談、年1回弁護士及び司法書士による合同消費者相談を実施し、高度で専門的な相談へ対応した。市内全世帯に消費者教育リーフレッ
トを配布し、消費者被害未然防止のための啓発を行った。
（沖縄市）啓発資料等を出前講座やパネル展等で配布し、消費生活に関する認識や知識の向上を図った。消費者トラブル未然防止のため包括支援センター等との連携が強化できた。
（うるま市）「くらしの豆知識」を自治会や関係機関（社会福祉協議会等）へ配布し、窓口にも設置した。啓発用パンフレットをセンター窓口へ設置した。
（宮古島市）市民からの要望に応じ、専門相談員及び法律専門家による「夜間くらしの消費者相談」を開催し、専門的な消費者相談に対応できたほか、法律専門家の知見を相談員が学習できる機会を得て、相談員の
質の向上、解決力の強化につながった。

円

円

4,960,719                       

円

交付金相当分

円 円



13．消費者行政決算見込み額（２）

14．基金の管理（実績）

円

うち都道府県

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） -                       

うち管内市町村

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

円

円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

-                                         

今年度の基金積戻し額（交付金相当分） 351,861                                

6,917,035                             

うち都道府県

設置当初の基金残高（交付金相当分） 148,173,000                          

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

円うち都道府県

34.4

うち管内市町村

円

15.7

98,093,359         

前年度末の基金残高（交付金相当分） 6,565,174                             

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

円

円

円

75.1

円

％

人

人

％

13,237,125         

％

円

うち管内市町村

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） -                       

人

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） -                       人

人

円

111,330,484        

円



15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人相談員総数

人

相談員総数10 人

3

うち定数内の相談員

相談員総数 7

今年度末実績

22うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 8前年度末

人

今年度末実績 相談員総数

相談員総数

人

16

相談員総数

④その他

うち定数外の相談員

うち委託等の相談員 前年度末

消費生活相談員の配置

前年度末

①報酬の向上

人

人

人前年度末 相談員総数

人

人 今年度末実績相談員総数

人相談員総数消費生活相談員の配置 16 今年度末実績前年度末

相談員総数

相談員総数前年度末 今年度末実績

人 今年度末実績

16

（那覇市、宜野湾市、糸満市、沖縄市）
国民生活センターが実施する研修への参加支援

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 33前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

人

人

相談員総数 16

相談員総数 17

（浦添市）
必要な情報の提供、関係機関との連携、相談室の環境整備を図った。

処遇改善の取組 具体的内容

今年度末実績 相談員総数

③就労環境の向上 ○

④その他

②研修参加支援

③就労環境の向上

②研修参加支援

①報酬の向上

○

国民生活センターの実施する研修への参加支援


